
平成１９年度奨励的研究助成予算「プロジェクト研究推進経費」

� 所属学系 代表者氏名 研 究 課 題

１ 人間・心理 水野 薫 学校・家庭における発達障害をめぐる適応上の問題の改善に関する総合的研究

２ 外国語・外国文化 衛藤安治 英語の歴史的変化とその誘因について

３ 法律・政治 松野光伸 小泉内閣期の行政区画再編が地域社会に与えたインパクトに関する基礎的研究

４ 法律・政治 塩谷弘康 地域における法律相談と法学教育

５ 社会・歴史 菊地芳朗 福島県域における歴史的景観復元の基礎的研究

６ 経 済 清水修二 地方建設業の再編と東北地域経済の構造分析

７ 数理・情報 篠田伸夫 学校教育での情報セキュリティ教育に関する研究

８ 機械・電子 高橋隆行 安全・安心機能を持つ人間共存型ロボット全身被覆用圧力分布センサの開発

９ 物質・エネルギー 大山 大 ボトムアップ合成法による分子複合系の構築と機能

１０ 生命・環境 塘 忠顕
人間－自然環境系における環境保全と環境維持システムの総合的理解に関する
基礎的研究
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奨励的研究助成予算「プロジェクト研究推進経費」成果報告書

人間・心理学系 水 野 薫 外国語・外国文化学系 衛 藤 安 治

研 究 課 題 研 究 課 題

学校・家庭における発達障害をめぐる適応上の問
題の改善に関する総合的研究
－不適応の背景要因の解明と改善への具体的対応の究明－

英語の歴史的変化とその誘因について－語彙と語

順－

１）支援研究
発達障害のある非行少年に対する支援研究（生島）

非行少年に対する臨床実践を通じて、非行態様の分析、障
害特性に応じた支援や指導の在り方について研究した。成果
は、関連学会で発表し、「犯罪心理臨床」（編著、金剛出版）
や「スクールカウンセリングマニュアル－特別支援教育時代
に」（共著、日本小児医事出版社）などを公刊した。
子ども虐待と軽度発達障害の関連と学校における援助策につ
いて（渡辺）

被虐待児並びに発達障害のある児童に対する臨床心理的援
助に関する調査と分析を行った。研究成果は福島大学心理臨
床研究第３号ならびに福島大学総合教育センター紀要第５号
に掲載予定である。
発達障害児の早期支援のあり方に関する研究（松崎）

本学と姉妹提携を結んでいるミドルテネシー州立大学の早
期支援センター HELP の所長らを招いて１２月１５日に附属特別
支援学校と共催で国際シンポジウムを開催した（昼田・松�
・鶴巻）。
発達障害児の不適応康応のマネジメントと、それにかかわる
親への指導の検討（昼田）

松崎とともに学内で開設している早期療育組織である「つ
ばさ教室」で研究課題を実施している。自閉症やADHDをも
つ子どもの親６名を対象に、ペアレント・トレーニング
（PT）を計７回、実施した。研究の成果は、１１月２２日に教
大協の研究集会で発表した（松崎、昼田、鶴巻）。
発達障害の障害特性に応じた読み書き支援（鶴巻）

小学校通常学級に在籍する児童の問題行動に対する支援方
法を応用行動分析の観点から検討した。教師の支援方法の工
夫により、当該児童及びクラス内の他の児童も着席し授業に
集中できるまでに変化した。

２）調査研究
発達障害といじめ・いじめられ関係に関する調査研究（水野）

発達障害児・者の親の会を通して、学校における過去から
現在までのいじめの実態に関するアンケート調査を実施し
た。研究成果は、福島大学臨床心理研究第３号への掲載、及
び、関係諸学会で発表予定である。
不登校の児童生徒における発達障害の実態に関する調査研究
（中野）

本研究は不登校児童生徒の中に発達障害を疑われる子ども
がどの程度いるのかについて、県北・県中地域にある小・中
・高校、計３９５校を対象にして、調査を実施した。その結果、
不登校児童生徒の千人当たり出現率は、小学校２．９、中学校
２７．４、高校７．３であり、不登校者中に占める発達障害の割合
は、小学校１６．２％、中学校８．１％、高校１３．３％であった。

本研究の最終的な目的は、英語の歴史的変化を包括的
に観察，分析することであるが、今年度はその第一段階
として、１）語彙の意味変遷、２）動詞句内部の語順変
化を中心に研究を進めた。
１）古英語の動詞 weordian について２種類の古英語韻文
作品、Beowulf（英雄詩）と Andreas（宗教詩）における
用例を比較検討することによって、意味の変遷に関する
調査結果をまとめた。後期古英語散文について、簡便な
調査を実施した。
２）「目的語－動詞（OV）」と「動詞－目的語（VO）」の
語順交替について、Fox and Pesetsky（２００５）、Biberauer
and Roberts（２００５）、及び Zwart（２００５）による分析を取
り上げ、それぞれの分析が抱える理論的問題点を整理・
検討した。その結果、統語上の要因のみならず、韻律上
の要請への言及が不可欠であることが明らかになった。
今後、統語論と音韻論のインターフェイスの観点から、
さらに研究を推進する予定である。

今年度の具体的な成果は、以下のとおりである。

平成１９年８月 論文“Hearg and weoh in Beowulf，ll．１７５－
８a.”を「英語史研究会」のホームページ
で公開中。

平成１９年８月 イギリス・キングスカレッジロンドンで
開催されたLinguistics Association of Great
Britain ２００７ meeting（英 国 言 語 学 会
２００７年次大会）にて口頭発表を行った。

´平成１９年１０月 フランス・高等師範学校（Ecole normale
´superieure）で 開 催 さ れ た Le septieme

´Colloque de Syntaxe et Semantique a Paris
（第７回パリ統語論・意味論学会）にて
口頭発表を行った。

平成２０年２月 イタリア・パドヴァ大学で開催された
The ３４th Incontro di Grammatica Gen-
erativa にてポスター発表を行った。

平成２０年２月 ドイツ・バンベルグ大学で開催された３０．
Jahrestagung der Deutschen Ge-

：

sellschaft fur Sprachwissenschaft（ドイツ
言語学会第３０回年次大会）にて口頭発表
を行った。

平成２０年１０月刊行予定の『忍足欣四郎都立大名誉教授
追悼記念論文集』に収録されることが決まっている。

´
´

１８ 福島大学研究年報 第４号 ２００８年１２月



法律・政治学系 松 野 光 伸 法律・政治学系 塩 谷 弘 康

研 究 課 題 研 究 課 題

小泉内閣期の行政区画再編が地域社会に与えたイ

ンパクトに関する基礎的研究

地域における法律相談と法学教育－大学の果たす

べき役割を探る

本共同研究は、法律・政治学系政治研究グループの平
成１９年度計画「地域におけるガバナンスとコニュニケー
ションの変容に関する実証的研究」に基づいてなされた
ものである。

学系プロジェクト採択にともない、８月７日にメンバ
ーが集まり、秋以降の計画を立て、各自の分担を確認し
た。「行財政グループ」「地方政治グループ」「コミュニ
ティ・グループ」という３つのグループを作り、研究の
実施については、基本的にはこのグループ主体で進行し
た。

給付された研究費を利用９月２８日、同２９日の２日間、
大黒が関連テーマのシンポジウム２本に参加するため、
東京に出張した。また、同年１１月２４～２５日に、松野が東
京の全国町村会館で実施された関連テーマのフォーラム
に参加するため出張した。さらに、２０年２月２６～２９日、
功刀が岡山市に出張し、１９６０年代の広域合併に関する資
料調査を実施した。同年２月２９日～３月２日に、荒木田
が大森文書の調査・複写のために首都大学東京に出張し
た。

すでに公刊された研究成果としては、
①功刀俊洋「革新市政発展前史」『行政社会論集』第２０

巻第２号、２００８年１月
②今井照「『平成の大合併』と自治体選挙」辻山幸宣他

編『自治体選挙の３０年』（公人社、２００７年）
がある。
①は、１９５０年代の後半に、社会党系市長の当選が続出

したが、その原因の一つは、昭和の大合併による周辺町
村住民の合併推進派市長への不満があったことを論証し
た成果であり、②は、「平成の大合併」に付随した自治体
選挙でどのような政治変容がみられたかについて論じた
ものである。

ほかに、今井照『「平成大合併」の政治学』（公人社、
２００８年）および今井照「市町村合併に伴う自治体政治動
向について（２００７）－自治体選挙、国政選挙、直接請求等
の集計・分析－」『自治総研』通巻第３５３号、２００８年、が
近刊予定である。これらはいずれも今年度のプロジェク
ト研究に沿った成果であることも付記しておく。

また、９月中に２回、科学研究費補助金申請について
打合せを実施した。その後も引き続き検討会議を重ね、
今年度の学系プロジェクト研究の延長上に、科学研究費
補助金（基盤研究（B））に「小泉内閣期における行政区
画再編が地域社会に与えた影響についての基礎的研究」
（平成２０～２４年度）というテーマでアプライしている。

法律・政治学系法律分野では「地域における法学教育
と法的実践」をテーマに、毎年度調査研究活動を続けて
いる。２００７年度は「地域における法律相談と法学教育－
大学の果たすべき役割を探る」をテーマに、弁護士不在
市町村を多く抱える「司法過疎地域・福島」において、
法学教育及び法律相談の実態について調査研究を行い、
リーガル・サポート体制を確立する上で大学が果たすべ
き役割を明らかにすることにした。５月３０日の学系会議
でプロジェクト研究推進経費の申請を決定し、８月３日
の法律分野会議で調査の役割分担等を決定した。１２月か
ら３月にかけて、福島県消費生活センター、消費者教育
支援センター、福島県女性のための相談支援センター、
福島地方法務局人権擁護課、法テラス福島、福島県国際
交流協会、郡山市企画部広聴広報課市民相談室、日本司
法書士会連合会などで聞き取り調査を実施し、３月４日
及び５月２９日に報告会を実施した。現在、調査結果をま
とめつつ行政社会論集に発表する準備を進めているとこ
ろである。

以下、２～３事例を紹介する。福島県国際交流協会の
相談業務についは、自己決定をサポートするための橋渡
しをするという立場で行っていること、相談内容が広範
囲にわたることから相談を専門機関につないでいくこと
が重要であり、連携関係を確認しておくことが重要であ
ること、相談を受けるためには相手方との信頼関係が必
要であり、これまでの実績の積み重ねが将来の相談の基
礎になることなどが明らかにされた。

福島県消費生活センターの啓発・教育活動については、
悪徳商法について広報活動や出前講座を通じて積極的に
啓発活動を行っていること、受講生に合わせてレジュメ
やビデオなどの教材を工夫していること、しかし活動に
見合う予算が十分確保されていないこと、法学教育の観
点からは今後大学と消費生活センターの相互交流が必要
であることなどが明らかにされた。

消費者教育支援センターの啓発・教育活動については、
教員向け消費者教育研修会の開催や講座への講師派遣、
企業や地方自治体が作成した消費者教育資料の表彰、国
や地方自治体からの委託による消費者教育用教材やパン
フレットの作成、シンポジウムや見学会の開催など多様
な活動を行っていること、しかし教員研修、教材作成、
消費者教育マニュアル作成などをつうじた学校教育現場
との結びつきを強める必要があること、また財政難のた
め従来より事業を縮小せざるを得ないことなどが明らか
にされた。
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社会・歴史学系 菊 地 芳 朗 経済学系 清 水 修 二

研 究 課 題 研 究 課 題

福島県域における歴史的景観復元の基礎的研究 地方建設業の再編と東北地域経済の構造分析

本研究は、福島県域に所在する様々な歴史資料のなか

で、地域特有の歴史的景観を形成するうえで重要な役割

を果たした歴史資料の調査分析をつうじ、福島県域の歴

史的特質の究明を目的とする、通史的かつ基礎的な取り

組みである。

本研究は、本学の社会・歴史学系に所属する教員３名

を主体に、生命・環境が矩形に所属する地質学専門教員

１名が加わって実施した。具体的には、各メンバーによ

る個別研究および共同研究、そして報告会を実施した。

実施した個別研究と共同研究は次のとおりである。

菊地芳朗は、本宮市に所在する庚申壇古墳の発掘調査

実施して、古墳立地パターンの把握とその分析を行い、

ここに古代安達地域のエリート墓群が出現するにいたっ

た歴史的過程や背景を分析した。

伊藤喜良は、中世の中通り（仙道地域）の主要幹線で

あった奥大道の現地調査を通じ、この地域の政治権力と、

交通・流通等の関わりについて明らかにし、仙道地域の

歴史的景観と、歴史的位相を追究した。

吉村仁作は、明治初期に建設された「万世大路」の調

査をつうじ、近世から近代にかけての街道の残存状況調

査研究に取り組んだ。

長橋良隆は、地質学の立場から、古墳から出土する各

種石製遺物の産出地分析、阿武隈川流域交通路の地質的

検討、万世大路開削地の地質的検討を行い、福島県域の

歴史的景観の形成背景を究明した。

そして、２００８年２月７日には本プロジェクト研究の報

告会を開催し、社会・歴史学系構成員による研究成果の

共有を図った。

地方自治体における入札制度改革は、指名競争入札か

ら一般競争入札への転換を主要な内容としているが、東

北地方だけをとってみても、改革の度合いや内容には差

異があり、そこにはそれぞれの地域経済の現状が反映し

ている。また公共工事の激減に入札改革の影響も作用し

て、苦しい経営環境の下、建設業界における再編成が進

行している。本研究プロジェクトは、東北地方を主たる

対象にして、こうした動向を調査し、建設業界の再編や

入札制度改革の課題を探ることを目的にしている。

現地調査は以下の通り実施した。①２００７年９月青森・

秋田・岩手調査（清水・藤本）。各県庁、県建設業協会、

および新分野進出業者のききとりと視察。②同月九州調

査（藤本）。九州地方整備局（福岡）および旧港湾開発局

（下関）でのききとり。③１１月宮城・山形調査（清水・

藤本・小島）。各県庁並びに新分野進出業者のききとりと

視察。④同月喜多方市調査（清水・小山・飯島・藤本）。

新分野進出業者の聞き取りと視察。⑤０８年３月長野県調

査（清水・藤本）。県庁および県建設業協会のききとり。

成果としては現在までのところ、（１）清水の研究ノー

ト「地方自治体の入札改革の諸問題」、（『福島大学地域創

造』１８－２）（２）清水の小論「入札制度改革は非情な遵

法原理主義か」（同１９－２）（３）経営戦略研究会での清

水の研究発表「公共入札制度改革の論理と問題点」（４）

清水の日本弁護士連合会におけるパネル討論、がある。

入札改革のシステムの多様性、指名制度改革の各県ご

との濃淡、建設業界の業態転換の成否を左右する条件、

等において知見が得られた。
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数理・情報学系 篠 田 伸 夫 機械・電子学系 高 橋 隆 行

研 究 課 題 研 究 課 題

学校教育での情報セキュリティ教育に関する研究
安全・安心機能を持つ人間共存型ロボット全身被

覆用圧力分布センサの開発

「コンピュータ・ウィルス」や「ボットネット」、

「フィッシング詐欺」等、情報ネットワーク基盤の悪用

による重要な情報の漏洩・損失等が大きな社会問題と

なっている。社会問題の広がりが大きいことから、情報

セキュリティに対する脅威は、組織だけでなく、個々の

利用者・情報機器に対して直接迫っており、技術的な対

応にとどまらず、それぞれの情報メディアの特性を知っ

た上で、各人がセキュリティ意識を向上させることが必

要になっていることを示している。「情報セキュリティ総

合戦略」（経済産業省，２００３）では、社会に対する普及啓

蒙活動の一つとして、学校教育の場面においても、セ

キュリティに対する意識をつける必要性が挙げられてい

る。

学校教育においても、利用している情報メディアの背

景や特性について、理解を深める教育を学校教育の中に

位置づけることが必要であると考え研究を進めた。

①情報セキュリティ教育のためのe-Learning／情報交換シ

ステムの構築と評価

学校教育の中で情報セキュリティ教育が必要であると

はいえ、どちらかというと「性悪説」的な前提が必要

な情報セキュリティ教育については、現時点では、教

員側でも戸惑う部分が多い。そこで、情報セキュリ

ティ教育に関する情報提供及び情報交換のためのサー

ビスを構築し、運用している。

②情報メディア教育担当教員に対するアンケート調査

最も一般で使われている情報通信機器、携帯電話に関

連する情報セキュリティ教育（迷惑メールや出会い系、

いわゆる「学校裏サイト」など）は、学校教育の中だ

けでなく、家庭教育においても必要である等の意見は

予備調査で得られた。調査の経過、結果については、

整理がすみ次第、順次 web ページで公開する。

本研究では、接触・衝突検知能力に加え、“心地よい触
感”を有する接触センサを開発することを目標にしてい
る。試作成形したセンサを図１に示す。寸法は６１�×６１
�×１５�である。これに直径３�の管状空気室を縦横そ
れぞれ１２本埋め込んである。

心理評価実験では、視覚スライドを用いた実験の結果
得られた LPP や前期陰性成分と情動との関連についての
知見が、触覚刺激を用いた実験にも応用可能かどうかを
検討した。本実験では計４種類のサンプルを用いた。触
覚刺激は２種類ずつ実験に用い、被験者の左右の手の下
に設置した。被験者には、実験終了後に Visual Analogue
Scale（VAS）を用いて各素材の触り心地に関する主観的
報告を求めた。課題中の脳波は頭皮上１８部位から、Cz を
基準電極として導出し、オフラインで両耳朶（A１，A２）
の平均電位に再基準化した。事象関連電位は、視覚刺激
（動作指示）の提示時点を基準とするもの（S-Lock
ERP）と、触覚刺激への接触時点を基準とするもの（R-
Lock ERP）の２つの加算波形を算出した。

触り心地に関する VAS の得点を素材ごとに算出し、統
計的検定にかけたところ、最も柔らかい素材に「心地よ
さ」を感じるという主観評価の結果が得られた。しかし
ながら、R-Lock ERP では、電位も比較的小さく、波形も
視覚スライドを提示した際の波形と大きく異なっており、
視覚刺激に関する知見を、触覚刺激を用いた本実験結果
に応用することは難しいと考えられた。しかし電気刺激
や振動刺激を用いた先行研究では、LPP 様の波形が多く
の研究で認められていることを考えると、自発的接触で
はなく、被験者が受身的に素材に接触する （パッシブ
タッチ） 刺激提示方法を用いて同様の実験を行う必要
があることが示唆された。

図１ 試作した全身被覆センサ
（性能試験用サンプル片）
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物質・エネルギー学系 大 山 大 生命・環境学系 塘 忠 顕

研 究 課 題 研 究 課 題

ボトムアップ合成法による分子複合系の構築と機

能

人間－自然環境系における環境保全と環境維持シ

ステムの総合的理解に関する基礎的研究

本プロジェクトは、３種の材料（超高感度検出材料，

超高選択性材料、および外部刺激に応答したスイッチ素

子）開発へ向けて研究を行った。以下，それぞれのテー

マについての成果を述べる。

超高感度検出材料においては、Turn-On 型のオプティ

カルセンサーを開発するために、蛍光色素の一種である

テトラフェニルポルフィンやフルオレセインを有機合成

し、TOF-MS にてその構造同定を行った。その後、直径

５０μm の球状アクリル酸系高分子樹脂（ポリマー）に蛍光

色素を吸着させた。このポリマーの蛍光特性を調査して、

ガスに対する応答性を検討した。その結果、幾つかのア

ミン類に対して、Turn-On 型の蛍光発光が観察され、定

量的な蛍光強度の発光が確認された。

超高選択性材料においては、ペンタメチルシクロペン

タジエニル配位子を持つ鉄カルボニル二核錯体と赤色セ

レンおよびジフェニルアセチレンとの熱反応により、ア

セチレンの活性化が起こり、ジセレノレンに変換され配

位子として取り込まれた四鉄―セレンクラスター化合物

が形成されることを見出した。また、このクラスターが

ハロゲン化アルキルの１つであるヨウ化メチルに対して

マイルドな条件下で反応するという超高選択性機能を有

することが明らかとなった。この反応ではヨウ化メチル

のメチル基がクラスター中のジセレニド部位に特異的に

求電子付加することがクラスターのＸ線結晶構造解析に

より明らかとなり、本クラスターが複数の金属に囲まれ

たジセレニド配位子を持つ分子複合系であることが選択

性発現の原因となっていることを解明できた。

外部刺激に応答したスイッチ素子においては、機能性

有機物としてキノン部位を有するポリピリジル化合物を

合成し、金属ルテニウムと結合させることで、無機―有

機分子複合系化合物の合成に成功した。この新規化合物

の物性を明らかにするとともに、Ｘ線結晶構造解析によ

り分子構造を決定した。さらに、この化合物を用いて酸

化還元挙動を詳細に検討したところ、水素イオン存在下

で化合物の酸化還元に伴うキノン／ハイドロキノン間の

可逆的な分子変換が観測された。この現象を利用するこ

とで、水素イオン濃度に応答したスイッチ素子へ展開で

きるものと期待される。

本プロジェクトでは、下記のテーマごとに、諸問題に
関する実態把握と現象理解に関する研究を行った。

１．昆虫相に関わる諸問題把握とその保全に関する研究
（塘 忠顕）：ふくしま県民の森にて、昆虫相調査を実施
した。蝶類は５科５７種の分布を確認し、その種構成及び
１９９３年の文献記録との比較から環境評価を行った。また、
県民の森における蝶類マップを制作・印刷した。水生昆
虫類、アザミウマ類についてもそれぞれ９目６７科１８９種、
２科３４種を確認した。以上の結果をフォレストパークあ
だたらで開催された発表会で発表した。

２．地質・火山に関わる諸問題把握とその保全に関する
研究（長橋良隆）：フォレストパーク周辺の土壌試料に含
まれる砂粒と火山砕屑物質の含有量の層位変化を調べた。
その結果と含まれる火山ガラスの色や形態および安達太
良山を含む周辺火山の噴火史から、この火山ガラスは約
５４００年前に噴出した沼沢湖火砕堆積物起源のものである
可能性が高い。よって、フォレストパーク周辺に分布す
る黒色土壌の形成は少なくとも５４００年前にまでさかのぼ
ることが明らかになった。

３．森林土壌の微生物代謝による大気とのガス交換に関
する研究（難波謙二）：土壌有機質層内の小動物や微生物
の生息環境や生態を解明する端緒として、落葉広葉樹林
と針葉樹林土壌の１０�程度までの微量気体成分の深度別
濃度を２００７年１０月と２００８年２月の２回測定した。二酸化
炭素濃度は大気濃度の表層から深部方向に増加した。メ
タン濃度はいずれも、大気濃度と同程度の表層濃度から
深部に向けて減少した。一酸化炭素濃度は表層も一般的
な大気濃度よりも高く、土壌深部方向に減少した。

４．原生林がほとんど見られない地域の二次的自然の植
生および植物相の保全管理方法の研究（黒沢高秀）：福島
市小鳥の森でサンコウチョウの営巣行動と植生について
調査を行った。また、福島市小鳥の森とフォレストパー
クあだたらでタニギキョウの生態の調査を行った。福島
市小鳥の森の植生と鳥の生息状況の関係について報告書
にまとめた。クマガイソウ生育地保全の提言を学会で口
頭発表し、二次的自然の外来植物問題と対策についてシ
ンポジウムで講演を行った。

上記の研究成果をまとめて報告書「自然と人間」を刊
行した。

２２ 福島大学研究年報 第４号 ２００８年１２月



平成１９年度奨励的研究助成予算「学術振興基金・学術研究支援助成」

助成要件①（科研費不採択による助成）

� 所属部局 所属学系 氏 名 研 究 課 題

１ 共生システム理工学類 機械・電子 二見亮弘 非単調 FES によるヒト運動制御機能の解析

２ 経済経営学類 経 済 森 良次 １９世紀バーデン小営業政策の歴史的基盤に関する研究

３ 共生システム理工学類 物質・エネルギー 佐藤理夫
化合物半導体を用いた新水素透過媒体による高純度水素製造手法の
研究

４ 人間発達文化学類 人間・心理 水野 薫 WISC－�知能検査の再評価間隔の妥当性に関する研究

５ 人間発達文化学類 人間・心理 渡辺 隆
子ども虐待の予防・介入・援助モデルと実践的援助技法の開発に関
する総合的研究

６ 行政政策学類 法律・政治 大黒太郎
「極右」政党の政権参加と年金・医療保険制度改革：オーストリア
を中心にして

７ 行政政策学類 社会・歴史 今西一男
都市縮減下の郊外住宅団地におけるコミュニティ・シンクタンクの
成立条件に関する基礎的研究

８ 共生システム理工学類 物質・エネルギー 島田邦雄
NC マシーン等の自動工作機を使った複雑形状物体製作における省
力化された新しい工程の構築

９ 共生システム理工学類 物質・エネルギー 大山 大 白金含有分子を用いた水素生成反応とその機構の解明

１０ 共生システム理工学類 数理・情報 樋口良之 機械車両による道路除雪システムの最適設計

１１ 共生システム理工学類 物質・エネルギー 金澤 等 分子量制御高分子量タンパク質モデルの新製法

助成要件②（大型の競争的資金獲得支援経費）

� 所属部局 所属学系 代表者氏名 研 究 課 題

１ 共生システム理工学類 物質・エネルギー 杉森大助 未使用セルロース資源の有効利用技術の開発
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奨励的研究助成予算「学術振興基金・学術研究支援助成」成果報告書

共生システム理工学類 二 見 亮 弘 経済経営学類 森 良 次

研 究 課 題 研 究 課 題

非単調 FES によるヒト運動制御機能の解析
１９世紀バーデン小営業政策の歴史的基盤に関する

研究

運動制御は、運動指令の調節においてフィードバック

情報が実時間的に利用されるかどうかで、閉ループ制御

と開ループ制御に大別できる。ヒトの運動制御では一般

に、正確さが必要な遅い運動では閉ループ制御、感覚情

報の利用が間に合わない速い運動では開ループ制御が用

いられると考えられるが、それぞれの神経機構での学習

過程については不明な点が多い。本研究では、運動指令

から筋張力に至る筋の入出力特性を機能的電気刺激

（FES）で人工的に変化させ、遅い運動においても脳が

開ループ制御を用いざるを得ない新奇な状況を作り出し、

運動制御の学習と計算原理に関する実験的知見を得るこ

とを目的とした。

実験では、被験者を椅子に着座させて下腿を垂下させ、

膝伸展筋群である大腿四頭筋を皮膚表面電極で電気刺激

しながら下腿傾斜角に関する目標追従運動を行わせ、目

標追従誤差の学習曲線を得た。電気刺激強度は膝伸展筋

群の筋電図振幅に非単調増加関数をかけたもので調節し

た。被験者は、オシロスコープ画面にアナログ的に提示

される下腿傾斜角と台形波状に変化する目標値が一致す

るように随意的運動を行った。

約２０秒の追従タスクを５分の休憩をはさんで１０試行程

度行う間に、目標追従の平均２乗誤差は８度程度から４

度程度に減少することが、複数の被験者で確認された。

また、その学習曲線は電気刺激強度の決定に用いる非単

調増加関数の形状に依存することが確認された。この運

動制御では、脳からの運動指令と下腿傾斜角の関係が非

単調な関係になるため、学習の初期には帰還制御によっ

て振動的な制御結果となるが、次第に振動的では無くな

ることから開ループ制御に移行したことが推定された。

膝伸展力についての目標追従運動で同様な検証を行うこ

と、外乱を加えて関節のスティフネスを評価すること、

膝屈曲筋群の筋電図を同時計測などが今後の課題である。

１９世紀末のドイツでは、近代的工業発展の帰結として
中間層の「没落」が全国的に社会問題となり、これへの
政策的対処である中間層政策が保守的政治動機に基づき
展開された。ドイツ南西部・バーデンにおいては、小営
業政策が１８４０年代に始動し、各種営業・技能教育の制度
化がすすめられた。その政策目的は、ツンフト制度を近
代化することで、手工業・小営業者を近代的経済発展の
過程に即応させ、「国家市民」たる手工業者エリートを育
成することにあった。

こうした政策が１８４０年代にバーデンで始動した背景に
は、１８世紀中葉以降継続的に進行した人口増加の特殊南
西ドイツ的現象である農村小営業の拡大という事態が存
在し、また資本制経済の発展に伴い、そうした手工業・
小営業者の没落危機が競争力問題を顕在化させたという
経過があった。

小営業政策の主たる対象となったシュバルツバルト時
計産業では、前三月革命期には、独立ないしは半独立の
時計工が農工複合経営を営み、広範な社会的分業関係を
形成し、世界市場で確たる位置を占めていた。しかし
１８４０年代に入ると時計産業は危機の時代を迎え、バーデ
ン政府により「ゲマインデ自治」の担い手と措定された
時計工の没落が憂慮されることとなる。

その主たる原因は、旧態依然の製品デザインと製法へ
の固執及び「粗製濫造」問題の発生という供給側に求め
られる。しかしこうした競争力問題は、単に時計工の退
嬰的態度に起因するものではない。むしろより根源的に
は、継続的な人口増加現象を背景に、時計産業に過剰人
口が殺到し、その結果、製品と製法の革新なしに生産が
拡大し、手工業的技能養成制度が弛緩したために生じた
事態と理解すべきである。品質とデザインにおける競争
力欠如という問題の背景には、こうした過剰人口問題が
存在したのである。

他方、時計産業の競争力問題がなぜ１８４０年代に至り顕
在化したかについては、需要側にその原因を求める必要
がある。すなわち、シュバルツバルト時計の主要な輸出
先である諸外国の保護主義的関税政策と、とりわけ「製
造のアメリカン・システム」に基づく合衆国木製時計産
業との市場競争が、シュバルツバルト時計産業の構造問
題を一挙に噴出させることになったのである。

工業化の帰結として中間層の「没落」が社会問題化す
以前の１８４０年代、シュバルツバルト時計産業は「アメリ
カの脅威」に早期的にさらされ、過剰人口問題に起因す
る競争力問題を露呈したのである。バーデン小営業政策
は、かかる事態への対応として意義づけることができる。
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共生システム理工学類 佐 藤 理 夫 人間発達文化学類 水 野 薫

研 究 課 題 研 究 課 題

化合物半導体を用いた新水素透過媒体による高純

度水素製造手法の研究
WISC－�の再評価間隔妥当性に関する研究

p型化合物半導体中では水素がプロトンとして移動する

という新しい発見に基づく「水素選択透過媒体」に関し

て、水素透過機構に関する考察・関連する学術情報の収

集・ガス透過実験装置を作成するにあたっての情報の収

集を行った。

半導体結晶中での水素イオン（プロトン）の移動速度

を推定するための、拡散係数などの輸送パラメーターに

ついては、報告例がほとんど無かった。半導体中の元素

の移動速度は、結晶性の差や添加する不純物量の差によ

り、大きく異なることもわかった。提案している水素透

過媒体は多結晶であり、またp型不純物を多く添加するた

め、単結晶・純物質で得られたデータを用いて解析する

ことは適切でない。透過性能を記述する基礎的データは、

自ら実測する以外にない。

水素気流中で加熱した雰囲気で、セラミクスと金属部

品との間で気密を保つ方法などの装置作成ノウハウと、

水素ガス中の不純物を連続的にモニターする手法などを

調査した。実験装置を作成するための機器・部品類の情

報は、バイオマスエネルギー活用技術の研究など、他の

研究にも活かされている。

燃料電池など、高純度水素を必要とする新エネルギー

技術についても、技術レベルや実用化の見通しなどの調

査を行った。定置型・熱電併給型の分散発電について、

エネルギー利用効率の向上と二酸化炭素排出削減の効果

をまとめ、３月の応用物理学会の環境関連のシンポジウ

ムにおいて招待講演を行った。

科研費申請の他、水素技術の研究開発を支援する基金

に大型（一年間・９８０万円）の予算申請を行っている。

１ 問題の所在と研究の目的

発達検査はその性格上、被験者が検査問題や課題解決方
法を覚えてしまったり慣れが生じてしまったりすることに
よる練習効果が生じることがある。多くの臨床現場では、
発達の状況や療育の効果の確認のために WISC－�知能検
査を実施しているが、再評価間隔に関しての信頼できる研
究はない。そこで本研究では、再評価間隔と検査結果の得
点の上昇の関係を分析し、臨床場面において有効に活用で
きる再評価間隔について明らかにする。
２ 研究方法

①対象児：福島大学臨床心理教育相談室、精神科、心療
内科、東京都内の通級指導学級、教育相談機関利用す
る発達障害児のうち、WISC－�を２回以上実施し、
FIQ７０以上を示した幼児・児童・生徒

②分析の方法：VIQ、PIQ、FIQ 及び群指数の数値の変
動、各下位検査の数値の変動を、実施間隔との関連で
統計的に分析する。

３ 結果と考察

①調査結果の概要 分析対象総数 １０５名
内 再 評 価 A）１年 未 満２０名、B）１～２年５４名、
C）２～３年 ３１名
これらの�群で男女差、年齢、医学的診断、IQに有意
差はなかった。

②分析結果の概要
・再評価時の IQ、群指数の変動

再評価間隔ごとに、１回目と２回目の得点変動の平
均値を算出及び、分散分析を実施した結果、PO と
FD、PS にそれぞれ、５％、５％、１％水準の有意差
がみられた。Speed Test で構成される PIQ，PO，PS
は１年以内に再評価すると、１０ポイント前後上昇する
が、２年後には大きな上昇は見られなくなることが分
かった。

・下位検査の評価点の変動
絵画配列と記号探しに群間にそれぞれ１％、５％水

準の有意差があった。
・実施間隔と IQ，群指数、評価点の相関係数

PIQ－０．３４（１％），FIQ－０．３４（１％），PO－０．２４
（５％），FD－０．２２（５％），PS－０．２１（５％）で 実
施間隔と有意な相関が認められた。再評価間隔と得点
上昇には、一定の関係があるということが分かった。
＊研究の成果は、日本児童青年精神医学会第４８回大会

にて発表した。

２００８年１２月 福島大学研究年報 第４号 ２５



人間発達文化学類 渡 辺 隆 行政政策学類 大 黒 太 郎

研 究 課 題 研 究 課 題

子ども虐待の予防・介入・援助モデルと実践的援

助技法の開発に関する総合的研究

「極右」政党の政権参加と年金・医療保険制度改

革：オーストリアを中心にして

軽度発達障害と子ども虐待の関連について検討した。

多くの調査研究で、AD／HD や PDDなどの軽度発達障害

のある子どもは虐待を受けやすいことされている。軽度

発達障害のある子どもは、素質的に親にとって育てにく

いために子育ての負担が大きく、親子の情緒的関係の形

成が困難なことが原因と考えられる。

一方、軽度発達障害全般に遺伝的要因の影響が他の障

害や疾病では考えられないほど大きい。また、障害の診

断基準は満たしていなくとも、親や近親者が障害特性と

類似する性格特性を持つことが臨床的には非常に多い。

親自身も子どもと同じ特性があるために、自分の問題の

本質を客観的に理解できないことがあるが、親自身が子

どもと同じ特性があることは臨床的有効な働きをするこ

ともある。子どもの体験や気持ちが自らの経験から直感

的に理解し、経験者でなければ分からない有益な助言が

できるかもしれない。面接で親子の関係を扱うときは、

子どもと親のそれぞれの特性と、その特性がもたらす関

係の特徴の両方を検討する必要がある。

本研究では、このような面接の方略や技法を、「発達障

害の事例への心理教育的アプローチ」として、心理教育

の視点から介入のモデルを整理した。発達障害のあるこ

とも虐待の事例に対する介入方策は既に発表しているが、

本研究では親子に共通する特性や障害に起因する類似性

に介入の焦点を合わせる方策を心理教育的技法として発

展させた。このような方策は、実際の相談場面で援助の

方略の得られやすい実践的な方略であるので、心理臨床

の専門家ばかりでなく子ども虐待に関わる多くの専門家

が共通して用いることができると考えられる。

以上の研究成果の一部は日本家族・研究家族療法学会

大会で発表し、福島大学心理臨床研究及び福島大学総合

教育センター紀要に掲載する予定である。

本研究最大の目的は、「極右」政党を組み込んでオースト

リアで２０００年に登場した右派連合政権によって実現した年

金・医療制度改革において、「極右」政党が独自に果たした

インパクトを確定することであった。

右派連合政権の年金・医療制度改革は、８０年代のヨー

ロッパで保守政党主導で実現した福祉制度改革とも、また９

０年代に社会民主主義政党主導で進んだ「第３の道」によ

る制度改革とも異なっており、その独自の性格が、「右翼」

政党の政権参加によるインパクトとみなすことが可能であ

る。

第一に、「家族の価値」と「ネオリベラル政策」との統合

による福祉国家改革構想という形で、保守政党と「極右」

政党との近接性が示された。

第二に、「極右」政党の政権参加とそれによる右派連合政

権の成立によって、これまでの大連合政権時とは異なり、

連合政権内部の凝集性が獲得され、政策実施への政治的基

盤となったこと。

第三に、「既得権益批判」を最大の党勢拡大の源泉として

きた「極右」政党は、社会団体との関係を重視して大胆な

政策転換を躊躇しがちな保守系国民政党への圧力をかけ続

け、また、国民政党の側もその圧力を、政治的に最大限に

利用しながら、利益構造の大胆な組み換えが進んだこと。

第四に、以上を通じて、よりラディカルな福祉制度改革

が進んだ。

奨励的研究助成予算は、それを受けた研究を基礎にしな

がら、科研費申請による研究活動のさらなる進展を期待す

るものである。本研究成果を生かしつつ、「極右政党の政権

参加と福祉制度改革の比較政治」と題して、２００８年度の科

研費基盤研究（C）を得た。新たな研究は、オーストリア

の経験を基軸に、同様に「右翼」政党が参加したイタリア

・オランダの経験の実証研究を加え、それを同時期に左翼

政党主導で進んだ福祉制度改革との比較研究を目指すもの

である。

２６ 福島大学研究年報 第４号 ２００８年１２月



行政政策学類 今 西 一 男 共生システム理工学類 島 田 邦 雄

研 究 課 題 研 究 課 題

都市縮減下の郊外住宅団地におけるコミュニティ

・シンクタンクの成立条件に関する基礎的研究

NC マシーン等の自動工作機を使った複雑形状物

体製作における省力化された新しい工程の構築

人口減少時代への移行により、我が国の都市は「成

長」と「開発」から「縮減」と「再生」の時代へと転換

している。この変動が及ぼす都市居住地域での生活環境

変化という動態を読み解き都市計画論的課題を設定する

とともに、その再生に向けて現状認識、問題発見・共有、

対応方策検討、問題解決実践を行う住民組織である「コ

ミュニティ・シンクタンク」の成立条件を検討すること

が本研究の目的である。

本研究は主に以下の２点に即して計画・実行した。

�都市縮減という概念の設定とその郊外住宅団地におけ

る問題の発現を住民の生活環境との接点から把握する：

文献・資料等の収集を行い、既存研究・政策の概観・整

理を中心に検討した。都市の縮減とは人口減少や施設の

老朽化といった、定量的問題にとどまるものではない。

むしろ、住民のライフスタイルの変化に伴う生活環境の

陳腐化という定性的問題が大きい。都市計画論的課題は

そうした変化を見据えた、持続的な「まちづくり」のし

くみを郊外住宅団地が持ち合わせてこなかったことに大

きいという結論を得た。

�この生活環境問題にとりくむ住民活動の論理とその成

立条件をめぐる論点を抽出する：�をふまえ、住民自身

がそうした生活環境問題を解決しようと組織する、コ

ミュニティ・シンクタンクの成立条件を把握・検討する

ための事例研究に重きを置いた。申請者は平成１５年度か

ら福島市蓬莱団地における住民活動「福島南地区を考え

る会」による「まちづくり」に参画しているが、本研究

と関連づけて同会が生活環境問題をテーマ化し、その解

決を担う組織として NPO 法人化等を検討する実践に関

わった。その結果、平成２０年度に向けて NPO 法人化の具

体化が進展する段階に至り、その過程から知見を得た。

以上の研究成果については平成２０年度において、『住民

による「まちづくり」の作法』（仮題）として出版・公表

する予定である。

地場産業における加工の工業的分野の中で、研磨における

工業技術の向上は、地域における工業が抱える重要な課題で

あり、その中で、比較的大きな面精度での研磨から、ナノマ

シーンやマイクロマシーンの製作時におけるナノオーダーで

の超精密研磨まで、現在の研磨におけるプロセスを省力化し

研磨コストを下げることは、企業における経済的な問題か

ら、早急に解決しなければならない課題の一つである。

そこで、本研究では、NC マシーンで加工した後に研磨す

る手法を確立し、加工から研磨までの一連の作業を確立する

ことにより、省力化と機械化、大量生産を図ることを目的と

した。これは、本申請者が、これまでの研究で開発した研磨

手法は、間隔を最大８�浮かせて研磨できる非接触式研磨で

あるので、これを NC マシーン等の自動工作機に搭載するこ

とにより、あらゆる複雑な形状物体をも確実に研磨すること

が可能であることを背景にしている。具体的には、凹凸など

のあらゆる形状をもつ自由曲面や、エアコンのスクロール式

多枚羽根や小型タービン・ポンプ等における多段式の多枚翼

などの複雑形状の物体における研磨を可能にする研磨技術を

NC マシーン等の自動工作機に搭載し、加工から研磨まで一

貫して製作する手法を確立することとした。

これまで本申請者により得てきた研究成果である研磨工具

をNCマシーン等の自動工作機に搭載し、研磨試験を行った。

まず、通常の加工バイトで複雑形状を有する凹凸面を加工

し、次に、研究成果で得た研磨工具を NC マシーン等の自動

工作機に搭載して研磨を行った。具体的には、

�従来、SUS３０４等で成功してきた MCF（本申請者により

開発してきた流体）の研磨液を用いて、NC マシーン等

の自動工作機を使って、色々な種類の複雑形状を有す

る凹凸面の研磨をまず試行的に行った。その結果、ア

クリルの材料において、非常に有効な研磨面を得るこ

とができた。

�MCF の研磨液の組成と永久磁石の形状や磁場強度を変

えて、最適な研磨条件を探した。その結果、球状の磁

石を用いることが最適であるという重要な知見を得る

ことができた。

２００８年１２月 福島大学研究年報 第４号 ２７



共生システム理工学類 大 山 大 共生システム理工学類 樋 口 良 之

研 究 課 題 研 究 課 題

白金含有分子を用いた水素生成反応とその機構の

解明
機械車両による道路除雪システムの最適設計

水素の生成を目的とした分子触媒の創製は、再生可能

エネルギー獲得の観点から極めて重要であり、特に最近、

白金化合物を触媒とした水素供与体からの水素生成反応

が注目されている。本研究では、水素生成反応に関連し

た白金および機能性有機化合物から構成される複合分子

の合成ならびに物性評価を行った。

最初に、白金複合分子の合成を行った。原料の白金化

合物（K２PtCl４）とポリピリジル系有機化合物（tpy）とを

反応させ、続いて共役系を延長するためにアセチレン誘

導体を組み込んだ複合分子（[PtII（tpy）（C≡CR]＋）を合成

した。次に、この分子を化学的に酸化して、対応する白

金（IV）化合物への変換を試みた。酸化剤に塩素ガスを

用いたところ、分子の一部が壊れてしまったため、より

マイルドな酸化剤である臭素を用いた。ところが室温で

は塩素と同様に分子が壊れてしまい、低温下（マイナス

２０度）で酸化を行うことにより、臭素が酸化的付加した

化合物（[PtIV（tpy）（C≡CR）Br２]＋）が高収率で得られた。

得られた化合物について、各種分光学的手法（質量分

析、核磁気共鳴、赤外分光、可視紫外分光、ラマン分光、

および蛍光分光）によりキャラクタライズした。その結

果、白金（IV）化合物は対応する白金（II）に比べて著

しくモル吸光係数や発光強度が低いことを確認した。さ

らに、この化合物について単結晶X線構造解析を行い、分

子構造を明らかにした。

本研究では、実際に合成した化合物を用いて光水素発

生反応を検討するには至らなかったが、導入する有機分

子の置換基を系統的に変換することにより、化合物内の

電子状態やエネルギーレベルを精密に制御することが可

能となり、様々な波長の光に応答した光化学反応を起こ

すことが期待される。

道路除雪システムの状況を継続して調査した。道路除

雪作業の設計と除雪機械の運用に関連するヒアリングお

よび実地調査を、福島県、新潟県、山形県で行った。ま

た、除雪機械車両についても、メーカーを訪問し、設計

開発技術者と交流し、資料収集を進めた。

総合的な道路除雪システムの最適設計を進めるために、

実地調査などで得られた知見をもとに、機械車両、使用

環境、評価を構成する要因をモデリングし、特性要因図

で表現した。機械除雪の評価では、路線付近住民、自動

車などの運転者、歩行者、環境負荷、運用保守保全、運

転安全および操作性などを分析した。また、このモデリ

ングに基づき、理想的な機械除雪と機能不全の状態を定

義した。機能不全の状態である排雪不能となる限界状態

について、実務上有用な平衡方程式を検討することがで

きた。特に、今年度の調査・研究では、ドーザ式除雪車

両とロータリ式あるいはバケット式の除雪車両の連携作

業、加えて、これまで着目されることが少なかったト

ラックによる輸送、排雪といった部分についても考慮し

たことで、限界状態の平衡方程式の検討が進んだ。

また、散水消雪や無散水融雪などのシステムと比較し

て、環境負荷や運用コストが低いとされる機械除雪に関

する環境評価関連のデータを収集することができ、シス

テム設計において環境面を考慮した指針の検討という設

計者ニーズの大きい課題についても言及できるように

なった。

継続的に行っているシステムシステムシミュレータの

開発、改善も進めた。

想定外の成果として、実地調査の中で、除雪車両が、

散水消雪施設の路面上のノズルを破損させることを指摘

する関係者が多く、散水消雪、機械除雪の関係者間での

情報共有を提案し試みた結果、さらなる課題も洗い出さ

れ、現場実務者に歓迎された。
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共生システム理工学類 金 澤 等 共生システム理工学類 杉 森 大 助

研 究 課 題 研 究 課 題

分子量制御高分子量タンパク質モデルの新製法 未利用セルロース資源の有効利用技術の開発

＜緒言＞

N－カルボキシアミノ酸無水物（アミノ酸 NCA）の重
合は１９３０年代から研究されてきた。分子量分布の狭いポ
リペプチドが得られるという仮説の下に、１９８０年代には
更に盛んに検討された。しかし、２００４年、Kricheldorf
（ドイツ）は「副反応のために、単分散で高分子量のポ
リペプチドを得る事は困難である」という論文を出した。
一方、本研究者はアミノ酸 NCA の結晶構造と固相重合の
関係、及び溶液重合を検討してきた。その結果、厳密な
条件で高純度のアミノ酸 NCA を用いれば、アミン開始に
よって、不可能といわれた単分散のポリペプチドが得ら
れるという仮説をたてた。更に、多くのアミノ酸 NCA は
生成ポリペプチドに溶媒がないため、水が混入しなけれ
ば溶液重合は困難であるが、アミノ酸 NCA を結晶で重合
させる方法（固相重合）では、全ての重合が可能である
とみられた。
＜実験＞

アミノ酸 NCA はアミノ酸またはグルタミン酸ベンジル
エステル（BLG）とホスゲン誘導体を用いて合成した。
ヘキサン－酢酸エチル混合溶液で数回の再結晶化で精製
し、純度はイオンクロマトによる塩素分析から決定した。
最終の再結晶および反応仕込は－１０℃のドライボックス
で行った。固相重合は NCA 結晶をヘキサンに沈めた状態
で、アミン開始剤を加えて行った。アミノ酸 NCA の溶液
にアミンを開始剤として加えて溶液重合を行った。ポリ
マー分子量分布は GPC 測定（溶離液：LiBr（20mM）／検
出器（Viscoteck T60A、TOSO-RI－8020）で、光散乱、粘
度、屈折率から求めた。
＜結果・考察＞

GPC 測定による分子量分布測定は、３種の検出器を用
いる事により、誤測定が避けられるとみた。その結果、
３種の溶媒でほぼ単分散のポリペプチドが得られた。典
型的な値：溶液重合生成 PBLG 試料で、Mw／Mn＝１．０１、
Mn＝１５８００、Mw＝１６０００。溶剤の極性が増すと水分の混
入が起こりやすいために、分子量制御は難しくなる事が
わかった。

なお、これまで全アミノ酸 NCA で可能と考えられたア
セトニトリル溶液中の不均一重合は水の混入がないと進
行しにくいと見られた。アミノ酸 NCA 結晶のヘキサン中
の固相重合のみが溶剤のない全てのアミノ酸 NCA（グリ
シン、アラニン、バリン、ロイシンなどの NCA）の重合
に対応可能であった。

まず、東北農政局よりバイオマス活用に関する委員会

の参加要請を受け、東北地域のバイオマス量や活用事例

についての情報を得るとともに、講習会の座長を務める

などの支援を行った。バイオ燃料に関する展示会・講演

会に参加し、休耕田を活用した米エタノール製造技術な

ど、バイオエタノールの最新動向を得た。

雑誌・コピー用紙・トイレットペーパーなどを溶解し

てパルプ化して、繊維の観察を行った。雑誌は繊維以外

の不純物を多く含み、極端に短くなったと思われる繊維

も少量存在した。主たる繊維の長さには大きな差が無い

ことが確認できた。

県内各地から土などのサンプル１００種類を採取し、週刊

マンガ雑誌紙片を唯一の炭素源として微生物の探索・分

離を試みた。しかしながら、目的とする微生物を分離す

ることができなかった。この結果を受け、微生物分離源

として昆虫の腸内細菌をターゲットとした。その結果、

ある昆虫の腸内から週刊マンガ雑誌紙片を３７℃、中性

（pH７）で数日で分解・糖化する微生物２種類を獲得す

ることに成功した。また、当該微生物培養液からは、セ

ルラーゼ活性の存在を示唆する０．１g／L 還元糖と２�／L

グルコースが検出された。いずれの微生物も菌体外に酵

素セルラーゼを分泌していることがわかり、現在それら

酵素の精製を行っている。

次に、ICPなどの金属イオン分析法を用いたセルラーゼ

活性の高感度測定方法を考案した。銅フタロシアニン結

合型セルロース（Pc-Cel）を合成し、セルラーゼを作用

させると、Pc-Cel から銅の化学種が放出される現象を見

出した。その銅イオン濃度をICP発光分光分析装置で測定

することで、セルラーゼ活性の高感度測定に成功した。

セルラーゼ濃度と放出された銅イオン濃度には相関関係

が見られた。また、本測定法を用いることで酵素の速度

論解析（Michaelis-Menten 曲線の特徴が観察）ができる

ことがわかっ。その他、pH 条件や温度条件を含めた反応

系の最適化を行った。
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平成１９年度奨励的研究助成予算「奨励的研究経費」

�
．

所属部局 所属学系 氏 名 研 究 課 題

１ 人間発達文化学類 健康・運動 杉浦弘一 バスケットボールのゲーム分析に関する研究

２ 人間発達文化学類 文学・芸術 澁澤 尚 『列子』の異境譚における至人描写に関する研究

３ 行政政策学類 社会・歴史 佐々木康文
インターネット社会が東北地方の中小零細酒造業に与える影響に関
する研究

４ 行政政策学類 外国語・外国文化 真歩仁しょうん Self-evaluation of errors among language learners

５ 経済経営学類 経 営 櫻田涼子 組織変革によるキャリア・プラトー現象とインセンティブの変化

６ 経済経営学類 経 営 川上昌直 パフォーマンス別に見る企業リスクの実証分析

７ 経済経営学類 経 済 河原伸哉 環境と貿易に関する政治経済の理論的研究

８ 経済経営学類 経 営 遠藤明子 小売商業の営利的自由と商業集積の公共性に関する理論的検討

９ 経済経営学類 経 営 衣川修平 繰延税金の測定単位の研究 －グルーピング会計構築に向けて－

１０ 共生システム理工学類 物質・エネルギー 高貝慶隆 ヒト血清中の微量有害物質の高感度分析システム

１１ 共生システム理工学類 生命・環境 市井和仁
地球システム統合モデルを用いた地球温暖化予測の不確定性の要因
の特定
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奨励的研究助成予算「奨励的研究経費」成果報告書

人間発達文化学類 杉 浦 弘 一 人間発達文化学類 澁 澤 尚

研 究 課 題 研 究 課 題

バスケットボールのゲーム分析に関する研究 『列子』の異境譚における至人描写に関する研究

バスケットボール競技中にゲーム分析ソフト（Cyber-

Sports for Basketball Version ４．０）を用いて、リアルタ

イムにゲーム分析を行うことにより、選手自身のゲーム

への取り組み方がどのように変化するのかを検討した。

対象ゲームは第８回東北学生バスケットボールリーグ

における福島大学女子チームの全６試合（１次リーグ５

試合、入れ替え戦１試合）とした。従来使用してきたゲ

ーム分析は通常のゲームスタッツ（シュート数とシュー

ト率、ファウル、ミスプレイの種類、リバウンド数、リ

バウンド獲得率）であった。ゲーム分析ソフトではかな

り多くの分析ができるが本研究では一般的なゲームス

タッツの他、個々の選手のショットエリア等を選手に

フィードバックした。フィードバックはハーフタイムに

行った。

フィードバックまでの時間は従来５分程必要としてい

たのに対し、分析ソフトでは全く時間を要しなかった。

ハーフタイムが１０分しかない競技現場ではこの時間差は

非常に大きく、紙ベースでは後半の直前にしか分析結果

をフィードバックできなかったのに対し、分析ソフトで

は前半終了後直ぐフィードバックでき、ハーフタイムの

間に後半に向けて十分選手同士戦術の確認や修正を議論

することができた。

また従来記録してきたミスプレイの種類と数について

選手も指導者も試合中のフィードバックよりは試合後の

フィードバックを求めていたことが確認された。一方分

析ソフトでフィードバックされるショットエリアの情報

は、チームオフェンスの確認、およびディフェンスのポ

イント確認に非常に有用であり、後半の戦術確認・修正

に大きな効果をもたらした。特に選手はこのショットエ

リアの情報を有用であると考えておることも確認された。

また選手は自チームの情報よりも対戦チームの情報を重

要視していることも分かった。

列子が関尹子に、至人（真人）について尋ねた話が黄

帝篇にみえる。そこには「其の性を壹にす」などと、「純

気之守」すなわちあるがままの純粋な心の保持がしきり

に述べられている。このような至人は、『列子』において

具体的にはどのように描かれていたのか。

黄帝篇は、老人商丘開が、富貴者范子華に、打ちのめ

されながらも決して疑わず、私心を棄て去り、ただある

がまま純一な心を保った結果、水に溺れず火に焼かれな

かった姿を描く。これはまさに関尹子が列子に語った至

人像と符合するものである。さらに、同篇によれば、列

子自身は「乗風の術」を能くしたとされるが、風を禦す

るその術を学んだ列子は、竟に五官を超越した至人の境

地に到達する。それは、是非利害は廃棄され、目耳鼻口

の区別は消滅し、精神は沈静、肉体は融解するという混

沌の境地である。その結果、虚空を歩き風に乗ること

（履虚乗風）がかなったという。このように、偉大な自

然の要素と合一した列子も、純真な心を保持した商丘開

とともに、『列子』における至人の代表的な姿であるとい

えよう。

翻って『列子』所載の楽園住民をみてみると、その性

格が『列子』における至人像とよく重なることが知れる

のである（特に「華胥氏之国」）。「華胥氏之国」「終北」

国住民の描写は、五官に頼ることなく、ただあるがまま

に自然で、柔弱なる至人的性格が否定形表現を通して良

く伝わってこよう。特に五官の超越は、それを意味する

「虚」が『列子』の思想的眼目とされることからも分か

るように、『列子』の至人描写における常套表現である。

それは、常に「耳を用ひず、目を用ひず、力を用ひず、

心を用ひず」などと否定形を連ねて描かれるのである。

それは、至人が常人の反立として想定される以上、当然

の結果であろうが、『列子』においては、楽園に住まう

人々の描写にも多用されており、その性格が至人と懸隔

ないことを強調しているのである。

以上のように、当該研究によって、『列子』中の楽園住

民の性格と至人像との関係について明確な結論が得られ

た。今後はさらに、「列子の新研究」のようなかたちで、

これまでの研究成果とあわせてまとめたいと考えている。
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行政政策学類 佐々木 康 文 行政政策学類 真歩仁しょうん

研 究 課 題 研 究 課 題

インターネット社会が東北地方の中小零細酒造業

に与える影響に関する研究

Analyses of English error gravity : Discrepancies
between Japan's University students and their na-
tive and non-native English-speaking teachers
英語誤りの重み付け : 日本の大学生と英語教師の相違

本研究の目的は、ネット上の口コミやネット取引が消費者
の購買行動を大きく左右しつつある近年の流れが、東北地方
の文化的な産業の一つである日本酒醸造業に与える影響を明
らかにすることである。平成１９年度は、主に、酒造産業の現
状に関する書籍や資料の検討、複数の酒販店と酒蔵に対する
聞き取り調査を行い、以下のようなことが明らかになった。

消費者は、酒を購入する過程で、ますますサーチエンジン
による情報検索やウェブ上の口コミを参考にするようになり
つつある。また、ネット取引によって、従来の制限をこえた
酒の購入を行うようになりつつある。

このようなネットを経由した購買活動の増大は、例えば、
こだわりをもって特徴のある酒を醸造しているが、特徴のあ
る酒であるが故に、その酒のことを十分に理解し、消費者に
説明できるごく少数の意識の高い酒販店でなければ取引関係
を結べないような地方の酒蔵に対してメリットをもたらす部
分がある。つまり、そのような酒蔵と取引関係を結んでいる
少数の酒販店が対面販売しか行っていなければ、その酒が流
通する範囲は非常に狭くなってしまう可能性が高い。しか
し、その酒販店が、対面販売に加えてネット販売も行ってい
れば、取引のある酒販店が少数であったとしても、酒の流通
範囲を全国的に拡げられる可能性がある。

しかしながら、このようなネットを経由した取引は、酒の
流通範囲を拡大させる可能性をもつ一方で、消費者と酒販店
の関係を希薄化する面も持つ。つまり、ネットを利用した取
引では、実際の対面販売のように、時間をかけてじっくりと
商品を説明しながら販売することが困難となり、どうしても
ドライで一方的な商品購入・販売になりがちである。それ
故、ネット取引の場合には、酒の特徴を消費者に対して十分
に伝えてもらえる場として機能すると期待された酒販店が、
そのような機能を十分に発揮できないこともありえる。

このように、簡単に関係を断ち切ったり、他への関係に切
り替えることが容易なネット取引によって、これまでにない
範囲で酒が流通する可能性がある一方で、酒販店が消費者に
対して十分に説明する関係が築きにくいため、消費者は酒の
本当の価値や消費と保管の適切なあり方を知る機会を失い、
販売者としての酒販店もそのような情報を知らせるチャンス
を失っていく可能性がある。それ故、インターネット取引の
増大によって、簡単に他へと移動していく一方的で気まぐれ
な消費の波に翻弄されることはあっても、地方の小さな酒蔵
がよき理解者を増やしてその存立基盤を維持・拡大していく
ような状況を作り上げることが難しくなる恐れもある。

なお、上に述べたような状況をネット上の書き込みなどが
どのように補っているかに関しては今後の研究課題である。

This project has given me an opportunity to investigate how students and
teachers approach the evaluation of student listening skills via an in-class
dictation quiz. Students and teachers were recruited from Ibaraki Univer-
sity，the Miyagi University of Education，Fukushima University，and the
Fukushima National College of Technology. In response to concerns raised
in earlier research on second language evaluation，dictation，and error
gravity，I designed a quiz that consists of a series of sequential instruc-
tions that creates its own situated listening context as it progresses，one
which thereby approaches that of naturally occurring discourse.

The study compares １８３ university students' and five professors' evalu-
ations of student dictation responses. After completing the quiz，students
were first asked to exchange papers，then to mark each question on a ０-
５ point scale ; teachers later collected all papers and assigned final marks
on the same scale. The non-native speaking professors in this study did
not evaluate their student errors significantly more harshly（t＝０．５８２，p＜
０．０５） than native-speaking professors，a finding that conflicts with many
（though not all） previous studies. While the scale of this project was
not large enough to determine evaluation patterns conclusively，it sug-
gests that evaluative gaps between entire populations of native and non-
native-speaking teachers may not be significant.

While I had originally expected teachers to be more lenient than their
students（based on a pilot project last year），the teachers involved in
this experiment tended to mark papers an average of １０．３％ more severely
than their own students. Student and teacher rankings of quiz questions
according to difficulty corresponded remarkably well，and teachers and
students in fact gave identical marks on ５４．３３％ of all individual questions.
Despite these apparently similar approaches to marking，however，error
evaluations from the two groups diverged significantly on the more chal-
lenging questions. Inversely put，there were few gaps between student
and teacher conceptions of what constitutes an acceptable response on
those questions that were relatively easy. But the harder the questions
became，the more likely teachers were apt to deduct more marks than
their students for the same errors.

This study could be expanded upon and improved in future research in
the following ways :
１）steps could be taken to ensure that teachers do not see marks given

by students，and are therefore definitely not influenced by them in their
own evaluations ;

２）the study could also include the evaluations of non-teaching native
English speakers，the ostensible "target receivers" of students' English
output ;

３）different teachers could be asked to mark the same results，or a
sample of these results from classes other than those they teach（sam-
ples could be scanned，and other evaluators' marks deleted）；

４）one could also address concerns raised by Stig Johansson in the １９７０
s，that "[future] studies should investigate not only how receivers re-
act to particular cases of deviance but also why they react in the way
they do."（Studies of Error Gravity，p．７２）；

５）more information could be collected on the academic backgrounds
of student evaluators，who in this study were anonymous ;

６）finally，the fundamental question remains as to whether an evaluation
of student language ability should be considered interval-based data

（measurable on a scale of equal intervals and subject to parametric
statistical tests）or ordinal（or a ranking，and therefore best analysed
with non-parametric tests）．

The preliminary results of this project have been summarised and sub-
mitted to the presentation screening committee of the Japan Association
for Language Teaching or JALT（全国言語教育学会）．The conference is
scheduled to be held in Tokyo in November ２００８．
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経済経営学類 櫻 田 涼 子 経済経営学類 川 上 昌 直

研 究 課 題 研 究 課 題

組織変革によるキャリア・プラトー現象とインセ

ンティブの変化
パフォーマンス別に見る企業リスクの実証分析

本研究の目的は、組織変革による組織構造の変化がイ

ンセンティブ構造の変化や各人のキャリアの停滞を表す

キャリア・プラトー現象に対してどのような影響を及ぼ

すのかを明らかにすることである。１９９０年代以降、日本

企業は急激な経営環境の変化を背景に、組織のスリム化

やフラット化に代表される組織変革を行い、不要な管理

職ポストを整理したといわれている。しかし、組織変革

やそれに伴う組織構造の変化が、実際に企業で働く従業

員のインセンティブ構造やキャリアに対して、どのよう

な影響を与えているのかという点についての研究は少な

い。そこで、本研究では組織構造と個々人のキャリアや

インセンティブの関係を明らかにすることを目的とした。

上記の目的を果たすために、平成１９年度は主に文献研

究によって、次の２つの点を明らかにすることを試みた。

第１点目は、組織変革、特に組織のフラット化とは、企

業にとってどのような意味を有しているのかという点を

明らかにすることである。第２点目は、組織の変革に伴

い、各従業員が抱えているキャリア・プラトー現象の特

徴およびインセンティブ構造がどのような影響を受ける

のかという点である。

その結果、組織のフラット化に関しては、ケーススタ

ディーによる個別具体的な研究の蓄積はなされているも

のの、体系的な研究の蓄積はまだほとんどなされていな

いことが明らかになった。また、先行研究においてはフ

ラット化により組織の根底にあるパラダイム自体が変容

している可能性を示唆しているが、それが組織の中で具

体的にどのような次元において、どのような形であらわ

れているのかという点において、今後更なる検討が必要

であることが示された。以上のことを踏まえて、今後組

織と個人のインセンティブの関係の枠組みを精緻化する

とともに、データによる実証分析を行い、本研究の２つ

めの課題に関しても体系的な視点を示す予定である。

東証一部上場企業のリスク報告実態について、実態調

査を行った。これは、上場企業に課せられるようになっ

た「事業等のリスク」に報告されている、記述内容を分

析することで行った。

具体的には、企業ごとのリスク報告件数の違い、さら

には業界ごとでどのようなカテゴリーのリスク報告件数

が最も多いのかを調査した。調査対象企業は東証一部上

場企業で、２００５年１２月および２００６年３月に決算を行った

１０３４社である。その結果として、現在話題になっている

「内部統制のリスク」ではなく、「経営戦略にかかわるリ

スク」が最も企業の関心の高いリスクであることがわ

かった。

この発見事実は、われわれが「戦略リスクのマネジメ

ント」の重要性を論じる上で、非常に大きな意味をもっ

ている。

当該実態調査に関して、以下の著書にその結果を記載

した。なお、パフォーマンス別に分類することは経費と

時間の関係上、次回への課題となった。

川上昌直「戦略リスクのマネジメント ―経営戦略に基

づく体系的研究の必要性―」『福島大学地域創造』第１９巻

第１号：６１－７５．
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経済経営学類 河 原 伸 哉 経済経営学類 遠 藤 明 子

研 究 課 題 研 究 課 題

環境と貿易の政治経済に関する理論的研究
小売商業の営利的自由と商業集積の公共性に関す

る理論的検討

本研究は、環境政策に関する意思決定が、国家間でど

のような影響を及ぼし得るのかという問題を理論的に考

察するものである。具体的には、一国における厳格な環

境政策の導入が、他国において採用され得る環境政策に

対して、政治的な意思決定プロセスを通じて、どのよう

な影響を及ぼすのかという問題について理論的な考察を

行った。

近年、地球環境問題に対する関心が高まるにつれて、

環境問題を国際的な視点から分析する重要性が認識され

ている。一方、既存研究の多くは、政府による政策決定

の過程に関して詳細な分析が行われておらず、多くは、

従来型の規範的・実証的な分析に焦点が置かれてきた。

本研究は、政策決定の過程における政治家、利益団体等

の役割に焦点を当てることにより、今後の地球環境問題

や京都議定書に代表される多国間環境協定の有効性など

を議論する際の新たな視点を提供することを試みるもの

である。

平成１９年度においては、まず理論モデル構築のための

準備として、本研究テーマと関連のある既存研究をレ

ビューした。その上で、環境の外部性、環境政策、環境

保護団体等をモデルに組み込んだ国際貿易の一般均衡モ

デルを構築した。構築されたモデルを用いて、一国にお

ける厳格な環境規制の導入が、他国において決定される

環境政策および環境汚染の水準に与える影響について考

察した。分析の結果得られた結論は以下の通りである。

大国による厳格な環境規制の導入は、財の国際価格を変

化させ、他国における国内産業の生産活動や企業の利潤

に影響を及す。このような変化は、その国において、国

内産業保護を目的とする利益団体や環境保護団体の形成

に影響を与える。現在は、より単純化されたモデルを用

いて解析的結果の導出を行っている。今後は、それらに

加えて、数量的手法を用いた分析も行い、得られた結果

を整理し、国内・国際学会において研究成果の報告を行

う予定である。

わが国の中小小売商の苦境とその主な出店地である中

心市街地の商業集積（商店街）の空洞化は、年々深刻に

なっている。従来は法規制によって中小小売商の保護が

図られてきたが、近年は市場競争を重視する流れが強ま

り、規制緩和が進められている。しかし商店街の空洞化

は、市場競争などの経済的な側面にとどまるものではな

い。治安や景観の悪化、買い物行動における自動車依存

など、様々な問題を孕んでいる。そこで現在「まちづく

り」という公共的な視点から、商店街について議論する

必要性が高まっている。

このような背景のもと、本研究では、小売商業の営利

的自由を保障しつつ、商業集積の公共性が保たれるため

の条件を明らかにすることを全体構想としている。それ

に向けて平成１９年度は、商業集積を対象にした商学およ

び経営学分野の研究について文献展望を進めた。これに

より先行研究では、商業活動を主に経済的な側面から捉

えてきているものが多く、商業集積の公共性に関しては

理論的に脆弱な状態にあることがわかった。そして、こ

の状態を解決するには学際的かつ体系的な研究が必要で

あることが先行研究においても認識されているものの、

現時点ではほとんど行われていないことが明らかになっ

た。

今後はこれを踏まえて、異分野の知見を取り込み、小

売商業の営利活動と商業集積の公共性について学際的・

体系的な分析枠組みを構築することを目指す。
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経済経営学類 衣 川 修 平 共生システム理工学類 高 貝 慶 隆

研 究 課 題 研 究 課 題

繰延税金の測定単位の研究 －グルーピング会計

構築に向けて－
ヒト血清中の微量有害物質の高感度分析システム

繰延税金資産・負債の会計測定についての研究をおこ

なった。これについては大別して、①伝統的な会計概念

にしたがって測定する方法と、②経済学的アプローチか

ら会計概念を拡張して測定する方法、の二つの方法に分

けられる。今期は主に①の方法に基づく測定方法につい

て考察した。

この方法によれば、まずその前提条件として、法人税

の費用性が前提条件となり、そして収益・費用の対応関

係から外れたものが繰延税金資産・負債としてバランス

・シートに計上されることになる。このような損益計算

書を重視するアプローチは、すなわち期中のフロ－取引

を重視するアプローチと同義である。よってそのような

期中の取引単位が会計測定の単位となるため、繰延税金

をグルーピングして測定する方法は許容されても簡便法

的位置づけに留まることになる。

繰延税金をグルーピング測定する方法は、最終的な経

済的帰結を重要視するアプローチから要請されると推測

され、この点についてはこのようなグルーピング測定を

用いる減損会計の理論構造の解明を通して、今後研究を

進めてゆきたいと考えている。

以上の研究成果は、以下の場において公表された。

「第１５章 税効果会計」『会計利潤の計算方法』同文舘

出版社，２００８年３月。

「法人税の性格についての一考察」ビジネスアカウン

ティングラボラトリー第２２回，北海道大学，２００７年８月８

日。

多くの市民の生命や健康に対する環境汚染物質の影響

を診断するためには、採血による体内情報の入手が必要

不可欠である。そのために信頼できる測定法によって、

絶えず変動する健康状態を素早く・精確に分析・評価し

なければならない。申請者は、高速・高倍率濃縮システ

ムを応用し、微少量の血清サンプルから微量変異原物質

を迅速かつ精確に計測することに成功した。生体試料中

の分子レベルの変異原物質の高感度分析システムを構築

した。

本分析システムは、試料体積スケールの異なる２種類

の濃縮分離システム、具体的には固相抽出法と均一液液

抽出法を組み合わせることで、μL レベルの微量のサンプ

ル溶液をクロマトグラフ（HPLC）に注入できる手法であ

る。連続するダウンサイジング濃縮と、試料の完全注入

することで、分離と濃縮を兼備する分析プロセスである。

本研究では、発癌性物質である多環芳香族化合 物

（PAHs）の分析を行った。ヒト血清、ウサギ血清、ヤギ

血清を使用して、標準添加法によって分析システムの有

効性を確認した。その結果、３０分以内に５％の誤差範囲

で ppt レベルの発がん性物質を分析できた。

本研究により、濃縮の融合のみで被検体のpptレベルの

計測でき、従来把握できなかった環境汚染物質のヒトに

対する暴露状況が間接的に把握できる。従来では、多量

のサンプルを処理するためには、多くの時間と熟練した

技術が必要であったが、この分析システムを使用するこ

とで、これらの問題を根本的に解決することができる。

特に、従来１検体３時間以上かかっていたものが、数分

で処理することが可能となり、かかる費用も１／１０以下

にすることができた。

Y.Takagai，"Preconcentration Coupling System for Chroma-

tographic Techniques"，Asia Young Analytical Chemist Session

２００７－Tokyo Conference ２００７－（幕張メッセ 国 際 会 議 場）

２００７．８．３０

高貝慶隆，“濃縮分離のトータルダウンサイジングと変異原性物

質の迅速分析”，第１回 みちのく分析科学シンポジウム（東北

大学）２００７．７．２７
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共生システム理工学類 市 井 和 仁

研 究 課 題

地球システム統合モデルを用いた地球温暖化予測

の不確定性の要因の特定

地球温暖化の将来予測のためには、「炭素循環―気候結

合モデル（地球システム統合モデル）」が重要視され、世

界中でこの種のモデルが開発されている。これらのモデ

ルの相互比較によれば、個々のモデルの予測値に大きな

ばらつきがあり（例：IPCC（気候変動に関する政府間パ

ネル）の第４次報告書）、モデルが未成熟であることが分

かる。この原因としては、陸域炭素循環モデルや気候モ

デルの不確定性などの様々な要因が考えられているが、

具体的には特定されていない。予測のばらつきの原因を

特定し、それを改善することが、より正確な地球温暖化

予測の第一歩となる。

本研究では、この要因を「シンプルな地球システム統

合モデル（４－SCEM; Ichii et al．，２００３）」の解析により

探り、他の地球温暖化予測モデルの改善への指針を与え

ることと、このモデルによる地球温暖化予測をより精度

の高いものにすることが目的とした。地球システム統合

モデルによる地球環境変動予測において、地球温暖化予

測の不確定性を生みだす要因として、以下を仮定した。

�モデルの検証に用いる観測データの誤差による不確定

性 �モデルパラメータの不確定性 �モデルチューニ

ング精度に関する不確定性 �モデル構造に関する不確

定性。

解析の結果、�や�における不確定性が温暖化予測の

不確定性の主要因になっていることが分かった。特に将

来の陸域炭素循環の変化（光合成の応答）の不確定性が

重要であり、今後の重点的な研究が必要であることが分

かった。本研究で推定された地球温暖化モデルの不確定

性の要因は、他のより複雑な地球温暖化予測モデルへの

指針となり、地球温暖化予測モデル界全体の発展に貢献

することが期待される。
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